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1. 調査研究のねらい 

本調査研究では，我が国の自動車分野における「資

源・環境問題」に対応するため，石油系燃料に代わる

新燃料を用いた自動車の導入分野と普及に向けた基

本的方向性を提案する．それに向け，当所で実施して

いる新燃料自動車に関わる試験調査，研究開発及び技

術基準等策定の支援業務等で得られた一連の成果や

知見を活用するとともに，各種調査を行い新燃料自動

車の導入の前提条件や普及の阻害要因などの課題を

抽出・整理する． 

調査研究の開始にあたり，本稿では先ず「資源・環

境問題」の共通了解を述べ，次に，石油系燃料の現状

と予測をもとに，「再生可能エネルギー」への転換に

向けた新燃料自動車の研究開発の現状と課題，方向性

について検討した． 

 

2. 「地球温暖化と資源枯渇」問題と解決に向けた基本的

方向性 

石油系燃料を内燃エンジンに使用することで人間

活動にともなう移動や物流を担ってきた自動車の歴

史は，今日，「地球温暖化と資源枯渇」という問題に

直面し大きな転換点をむかえつつある. 

人間は自然を対象化することにより石油や天然ガ

スという燃料資源を自然から採取し，生産，流通，消

費，廃棄の過程を人間社会の中で営んできた．しかし，

ここにきて，生態系の不可逆的破壊と資源の枯渇の問

題が顕在化している．こうした社会的問題が人間社会

の中で解決しえず，地球温暖化のように自然の中に発

現されたところに「地球温暖化と資源枯渇」問題が成

立している．従って，この問題の解決は，資源の採取

から廃棄に至る社会システムを見直すことにある．そ

の上で，人間と自然の関係において，現在の地球のエ

ネルギー循環の外にある地下資源（石油，天然ガス，

ＬＰガス，石炭，ウラン）の利用を減らし，持続可能

な社会を実現していくため，地球のエネルギー循環の

輪の中に存在する「再生可能なエネルギー」(一般に

太陽エネルギー，風力，波力，小中規模水力，地熱，

さらには太陽エネルギーを取り込んだ炭化水素化合

物を含んだバイオマスや太陽光発電による水素など

が含まれる)に転換していく必要がある． 

石油系燃料から再生可能エネルギーを資源とする

燃料への転換には，社会システムの変更や新たな技術

開発がともなうため長期的な課題となるが，短中期的

には石油系燃料の消費を抑制し石油系以外の地下資

源（天然ガス，石炭，ウラン）を有効利用（低炭素燃

料，ＣＯ２排出抑制，高効率燃焼，ゼロエミッション，

高実用性をWell to Wheelベースで実現）することや

社会的取り決め（ＣＯ２排出権取り引きなど）を利用

することも必要となる． 

「地球温暖化と資源枯渇」問題の解決は簡単ではな

いが，人間社会が持続可能かどうかが問われている現

在，不可能と思える難題であっても正面から，しかし

柔軟に取組んでいく必要がある．本調査研究では，新

燃料自動車の導入を将来の「再生可能エネルギーへの

転換」という基本的方向性の中に位置づけ，それに向

けた技術的可能性，課題等について検討していく． 

再生可能エネルギーへの移行の時期や転換可能な

エネルギー量などについての検討は次報以降とする． 

 

3. 石油系燃料の現状と今後 

軽油の消費量は1997年を境に減少に向かい2005年

には 1990 年（京都議定書基準年）レベルとなった．

ガソリンも2004年にはピークアウトしたが，1990年

レベルになるには2010年以降との見方もある．また，
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ＬＰガスの消費量は 1991 年を境に減少している．こ

うした状況をうけ，運輸部門全体のＣＯ２排出量は

1990 年以降増加した後，2001 年をピークとして減少

傾向に転じ，自動車分野からのＣＯ２排出量（2005年

時点，1990年比）は,トラックとバス・タクシーでは

減少しているが，自家用自動車では増加している． 

我が国においては，長期的にはガソリン，軽油，Ｌ

Ｐガスの総使用量は減少に向かうと見られる．その主

な要因を以下にあげる．我が国の総人口は，2006年を

ピーク（１億 2,774 万人）に 2030 年には１億 1,800

万人程度になると予測されている．これに伴い高齢者

比率は，2000 年度の 17％から 2030 年度の約 30％ま

 
図１ 2050 年までにＣＯ２排出量の 70%削減を可能とする需要削減・供給側エネルギー構成例（１）

 
図２ 我が国の自動車用燃料の消費量推移と需要予測 

ＣＯ２ 
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で増加する．人口減少や少子高齢化は、世帯数の減少，

旅客需要の減少などを通じて運輸エネルギー需要の

減少要因となる（２）．さらに，原油価格の高騰を背景

に，自動車の低燃費技術の向上，軽量・小型車への移

行，トップランナー方式による燃費基準の導入，電

気・ハイブリッド自動車の増加が進み，物流の効率化，

モーダルシフト，交通流システムの改善，また，景気

低迷による新車購買力の低下，若年層のクルマ離れな

どにより，自動車の保有台数の減少や総走行距離が低

下することも燃料需要の減少要因になる．一方，気候

の安定のためには、世界の温室効果ガス排出を 2050

年までに現在の50％以下にする必要がある．一人あた

りの排出量の大きい先進国のひとつである日本は，

2050年までに1990年に比べて60～80％の削減が必要

とみられている．これを踏まえると，日本での主要な

温室効果ガスであるＣＯ２を 2050 年の時点で，1990

年比で70％削減する必要があるとの提言（１）がなされ

ている．これを自動車用燃料の場合で考えると，前述

した自然減少分のみでの大幅削減は難しく，短中期的

に石油系燃料の一部をＣＯ２排出量のより少ない特性

を有する非石油系燃料により代替しつつ，長期的には

「再生可能エネルギー」への転換を進め，「自然と調和

した持続可能な社会」を形成していく必要がある． 

 
4. 新燃料自動車の現状と課題の検討 

以上の状況を背景に，ここでは，石油系燃料に代わ

る新燃料として，当所で試験調査や研究開発等を実施

しているバイオエタノール，ＢＤＦ（バイオディーゼ

ル），ＦＴＤ（合成軽油），ＤＭＥ（ジメチルエーテル），

水素を取り上げて検討を行った．また，今回，天然ガ

ス，ＬＰガスまで検討対象を拡げ，電気・ハイブリッ

ド自動車を含めた各種のエンジン・自動車についての

研究開発の現状，排出ガス・燃費試験調査，利用の状

況，課題を調査し，再生可能エネルギーへの転換に向

けた今後の研究開発の方向性について検討を行った． 

4.1. バイオマス 

4.1.1. エタノール 

現在は，主に糖質および穀物の発酵などからエタノ

ールは製造されている．純物質の液体燃料でガソリン

に混ぜることができ，ブラジル，米国などでの使用実

績もあり現実的な「再生可能エネルギー」である．国

内では3%（ETBEでは7%混合）までの混合燃料が販売

されている．さらに平成19年度から，10%混合に対応

したガソリン自動車の技術指針が策定され国土交通

大臣認定車両による公道走行試験が可能となった．従

来のガソリン車（平成 14 年排ガス規制対象車，三元

触媒システム）を使ったホットスタート試験（E1～

E20）では,ＮＯxがやや増加するがＣＯ，ＨＣは減少，

ＣＯ２には大きな差はみられなかった． 

課題としては，供給安定性，流通過程における品質

管理や価格，製造時におけるＣＯ２発生の課題，また,

既に食糧との競合が社会問題化しているため，長期的

には食糧以外からの製造などの課題が残されている．

廃木材などからの製造も試みられているが資源の需

給関係が逼迫している．また,諸外国の生産地では，

トウモロコシやサトウキビなどの耕作地拡大の場合

は，森林の減少や生態系の破壊も報じられている．こ

うしたことから，国内において再生可能エネルギーと

して本格的に使用していくためには，豊富にある森林

資源や休耕地栽培などからの製造を検討しなくては

ならない．これには，伐採，搬送，集約，製造プラン

トなどのインフラ整備とプラント規模の 適化検討

を国の政策として早急に進めることが必要である． 

4.1.2. バイオディーゼル（ＢＤＦ） 

菜種やパーム油，大豆，廃食用油，動物油脂などの

直接利用，あるいはそれらを原料にエステル化，水素

化処理により製造されている．セルロース原料などの

バイオマスを高温分解してガス化しＦＴ反応による

合成軽油の製造も試みられ,長期的には軽油を代替す

る再生可能エネルギーとして位置づけられる．ＢＤＦ

を既存ディーゼルトラックに用いた排出ガス試験結

果では，ＮＯｘやＣＯのわずかな増加が認められ，含

酸素燃料であるためＰＭ中のＳＯＯＴは低減するが

ＳＯＦ成分が増加することもあり，ディーゼルなみの

排出ガス後処理システムの装着が不可欠である．原料

による品質のバラツキ，酸化劣化や低温性能などの問

題に対応するため,０７年３月にはＦＡＭＥ５％混合

軽油の満たすべき基準が設けられるとともに，流通上

の課題検討のための実証事業が進められている．ま

た，エタノールと同様に供給量の確保，流通上，利用

上の各段階における課題が解決されなければならな

い．特に，軽油に 適化された 新のディーゼルエン

ジンでは，地産地消型のＢＤＦの幅広い燃料性状に対

応することは難しいため，ＢＤＦ用原料をもとに性状

が一定でかつ安定した品質の合成燃料を製造するこ

とも検討する必要がある． 
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4.2. 合成液化燃料 

4.2.1. ＦＴＤ（合成軽油） 

現在は，主に天然ガスを原料としてＦＴ反応により

合成される軽油代替の液体燃料（ＦＴＤ）である．Ｆ

Ｔ反応の生産物は種々の炭化水素混合物となるため，

ＦＴＤはいくつかの製品の連産物である．軽油インフ

ラがそのまま使えるため，エネルギーセキュリティー

の観点からは重要である．硫黄分無し，芳香族分無し，

高セタン価，軽質な燃料特性を 適活用するエンジ

ン・後処理技術開発により軽油を代替するクリーン燃

料（０９年ポスト新長期規制値以下）となる素質を有

する．ただし，ディーゼルなみの排出ガス後処理シス

テムは不可欠である．軽油との価格競争力が備われば

市場導入の障害は比較的少ないと考えられるため，市

場化試験が急がれる． 

軽油との混合に加え100%使用（エンジンの専用化開

発が必要）も可能であるが, その場合は製造プロセス

により燃料性状が異なるため燃料規格に関する検討

が必要となる．また，燃料供給系に使われているゴム

材の適合性については車両走行試験を行って確認す

る試験が計画されている．供給に関しては， 近では

原油価格の高騰による資材価格の高騰などにより一

部海外プラント建設中止などの動きもあり，プラント

の投資コストやＬＣＡ評価などを継続的に調査して

いく必要がある．ＦＴ反応によればバイオマスからの

製造（ＢＴＬ）も可能なため，現状では投資コスト面

の優位性が低いといわれているが，長期的には再生可

能エネルギーへの転換に対応できる可能性を検討す

るため,ＢＴＬ燃料を用いたエンジン適合試験も計画

されている． 

4.2.2 ＤＭＥ（ジメチルエーテル） 

ＦＴＤと同様に軽油代替のクリーンな合成燃料で

あり，原料資源が多様で，天然ガス，炭層ガス，石炭，

そして，長期的には再生可能エネルギーへの転換（バ

イオマスからの製造）にも対応できる液化燃料であ

る．ＦＴＤと異なる点は，純物質であり組成は一定，

従って使用する原材料や合成製法の影響をほとんど

受けない，単位容積あたりの発熱量が軽油の約半分，

製造方法（単産品，天然ガス，バイオマスなどからの

直接合成が可能），低炭素燃料（軽油比で約１０％の

ＣＯ２減少），ＬＰガス代替も可能な多用途（発電，ボ

イラー，ＦＣ，民生用），含酸素燃料（排気後処理が

簡素化でき，ＤＰＦ無しで０９年ポスト新長期規制値

以下を達成），燃料噴射系の改造，充填スタンドの改

造，などである． 

供給については，現在，国内では発電用などの大規

模需要はコスト面から見送られているが，０８年６月

には，ＤＭＥ燃料の本格導入に備えた市場整備を行う

ための「新潟ＤＭＥ普及促進プラント」（生産能力：

８～１０万トン／年）の運転が開始される．これまで

に国内では計１３台のＤＭＥ自動車が開発され，国土

交通省事業では５台のＤＭＥ大臣認定自動車を用い

て公道走行試験が行われている．また，自動車用ＤＭ

Ｅ用燃料の規格化に向けたＷＧの設置作業が開始さ

れ，ISO/TC28/SC5ではＤＭＥの流通計量方法の規格化

が進められている．今後の課題は，運送事業者等によ

る走行試験にもとづく実用化開発と技術基準等の整

備を通じて 2010 年頃からの自動車メーカーらによる

市場導入が開始されること，それに対応可能なインフ

ラ体制と価格競争力を有するＤＭＥの輸入（豪州，パ

プアニューギニア，カタールなどから）の実現である． 

4.3. 水素 

4.3.1. 水素燃料電池 

再生可能エネルギーから製造される水素を燃料と

する燃料電池自動車（ＦＣＨＶ）は総合エネルギー効

率が高く「地球温暖化と資源枯渇」問題を解決する究

極の選択であるとされ，わが国をはじめとし多くの諸

外国において研究開発が進められている．再生可能エ

ネルギーの使用段階に至るまでの過渡的段階では，石

油系燃料の改質や産業界で生産・利用されている副生

水素などを用いて実用面やコスト面の課題を検討し

ておくことが重要である． 

国土交通省では大型の路線バスを対象として国内

初の燃料電池バスの営業運行を目的とした実証試験

を行い，燃料電池バスの実用状態における燃料消費な

どを調査した．ディーゼル車比較（ＴＴＷベース）で

1.5倍のエネルギー効率が得られたが航続距離が充分

ではなく，実用性を向上させるためには，エネルギー

回生効率の向上，水素搭載量アップなどの対応策も必

要との結果を得た．燃料電池バスの実用化を促進する

ための課題として，衝突時の高電圧と燃料漏れに対す

る安全性に関わる試験調査があげられる． 

4.3.2. 水素内燃エンジン 

水素の利用は，水素クルマ社会に向けて多様な手段

を検討しておく必要がある．実用化までの課題が多い

水素燃料電池自動車に比べ，従来の内燃エンジンの燃
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料として水素を用いれば，既存のガソリンエンジンや

ディーゼルエンジン並みの出力とＣＯ２，ＣＯ，ＨＣ

及びＮＯx排出量がほぼゼロの環境性能を達成するこ

とも可能と考えられる．首都圏には，既に燃料電池車

の試験用水素インフラが整備されており，これを多角

的に利用した水素エンジン自動車の研究開発が望ま

れる．さらに,従来のエンジンの製造技術・工程を大

幅に変更することなく水素を適用することができれ

ば，水素燃料の実用化を促進することにもつながる．  

国土交通省ではＣＯ２排出量がゼロでＮＯx を大幅

に低減した中型トラック用の次世代型水素エンジン

の開発試作に着手し，水素エンジンにおける安全性や

排出ガス特性，燃費性能に関わる調査を実施してい

る．本格的な実用化に向けた課題としては，従来から

研究開発されてきた吸気管水素噴射式エンジンの出

力限界を克服するために開発している高圧水素ガス

筒内直接噴射弁の製作精度の向上と耐久性・信頼性の

確保があげられる． 

4.4. 天然ガス 

石油系燃料から再生可能エネルギーへの転換が図

られるまでの間，石油系燃料の消費を抑制するため可

採年数が石油より長いといわれる天然ガスを有効利

用していく必要があり，エネルギーセキュリティーの

観点からも当面は天然ガス燃料の普及は重要である． 

天然ガスの主成分であるメタンは炭素／水素比（Ｃ

／Ｈ）が低い燃料であるため完全燃焼時のＣＯ２生成

量はガソリン，軽油などと比べて２０％ほど少ない．

ただし，オットーサイクル運転によるため熱効率はデ

ィーゼルより劣るためエンジンから排出されるＣＯ２

としてはディーゼルなみである．ゼロエミッションを

実現するためには三元触媒方式となるが，今後の課題

としては，高出力，高効率燃焼の可能性が高い筒内直

接噴射式エンジンの開発が望まれる．また,天然ガス

の高度利用技術としてＦＴＤやＤＭＥの原料として

天然ガスを使用し，それらをディーゼルサイクル運転

により高効率燃焼させる方法は前述した通りである． 

国土交通省では三元触媒方式エンジンを搭載した

大型ＣＮＧトラックを開発試作した．ＮＯxは新長期

規制値の1/10以下，ＰＭはほぼゼロであった.公道走

行試験を実施した結果，航続距離は約600ｋｍが確認

された（搭載燃料容器：充填圧力20MPaの容器を荷台

床下に５本，合計で873Ｌ，約900ｋｇ）．熱効率はデ

ィーゼルを越えることは難しいが，低Ｃ／Ｈ比のため

ＣＯ２はディーゼル車以下となる．さらに,大型天然ガ

ストラックの航続距離を一層向上させるため，車載用

ＬＮＧ供給システムを開発し公道走行試験を計画し

ている．大幅な排出ガス低減が可能なことから都市内

における利用価値は高いが，今後，３万台を越えて普

及していくにはインフラの充実，燃料の価格メリッ

ト，ランニングコスト，車両改造費用の低減，天然ガ

ス専用車両の開発および車両導入時に支給される助

成金を継続する必要がある． 

4.5. ＬＰガス 

世界のＬＰガス生産量のうち天然ガス随伴の割合

が約３５％と石油代替性も兼ね備えているため，天然

ガスと同様に，ガソリン，軽油の消費を抑制するため

に有効利用していく必要がある．現在，国内には約３

０万台のＬＰガス自動車があるが，ガソリンや軽油よ

り低コストなため，約２４万台がタクシーとして使わ

れている．充填スタンドは全国に約1,900箇所設けら

れているが，一般ユーザーまでの普及には至っていな

い．ＬＰガスは低Ｃ／Ｈ比の液化ガス燃料であり,ガ

ソリン車と比較して１２％程度のＣＯ２低減効果が期

待できる．自着火温度が高いため一般的には予混合火

花点火エンジンに用いられるため三元触媒システム

が採用され，ディーゼルエンジンの熱効率には及ばな

い．しかし，従来ＬＰガス車に対して，燃費低減には

従来の気体噴射に対して液体噴射による吸気充填効

率の向上，噴射と点火タイミングの 適化，空燃比制

御の緻密化ならびに高オクタン価を活かした高圧縮

比化が有効であり，こうしたコンセプトをもとにエン

ジンを改造試作し性能と燃費改善効果に関する評価

試験が行われている．また，この試験ではＣＯ２排出

量の低減効果も調査し，地球温暖化対策としての優位

性を実験的に検証する． 

4.6. 電気・ハイブリッド 

二次電池の性能向上により電気自動車が再び注目

されているが，現状の二次電池を搭載した電気自動車

（ＥＶ）では１回の充電では航続距離が短く，この欠

点を補うためプラグイン・ハイブリッド車（ＰＨＥＶ）

の研究開発が進められている． 

電気・ハイブリッド系の自動車は，短中期にはＣＯ

２排出量を大幅に削減できる可能性があるが，これは

発電電力量あたりのＣＯ２排出量の少ない原子力発電

（日本では発電量全体の約３割）を前提とした場合で

ある．予想されるＰＨＥＶの電力確保のためには原子
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力発電所の割合を更に高めることがＣＯ２抑制には有

効といわれているが，国内では原子力発電所の安全確

保にはなお多くの時間を要するため，現時点では夜間

電力を有効利用することがコスト面と合わせて有利

とされている．逆に，火力発電の比率を高めた場合は

ＣＯ２排出量が増加することもあるため，技術的には

未だ研究段階である地中へのＣＯ２貯留技術の実用化

が課題とされている． 
一方，原子力発電が注目され原油価格のみならず天

然ウラン価格も高騰し，資源争奪による紛争も始まっ

ているため，長期的には再生可能エネルギー（バイオ

マス，風力，水力，太陽光など）を利用した発電電力

量の確保が課題である．また,二次電池については性

能，容量，コスト，保守管理，充電時間および寿命に

優れた電池の実用化が課題である．リチウムイオン電

池が有望視されているが，電池効率の向上とコスト削

減を可能とする革新的な材料開発が課題である．車両

システムとしては，一充電あたりの航続距離と積載量

の増加等についての研究開発が重要である． 
国土交通省では当初，大型ハイブリッド自動車の可

能性を調べるためパラレル方式のトラックとシリー

ズ方式の路線バスを開発試作した．その結果，路線バ

スの方がよりハイブリッドのメリットが引き出せる

と評価され，非接触給電装置（ＩＰＴ）を搭載した大

型のＩＰＴハイブリッドバスの実用可能性を調べる

公道走行試験が行われた．今後，都市内の営業路線等

において実証走行試験を行い，航続距離，充電時間・

回数などの実用性やＣＯ２削減効果に関するデータを

収集する計画である．また，非接触給電システム（Ｉ

ＰＳ）の研究開発を通じて電磁安全性評価や国産化に

よるコスト低減の可能性について調査を行っている． 

 
5. まとめ 

自動車による「地球温暖化と資源枯渇」問題の解決

は「再生可能エネルギーへの転換」を基本とし，長期

的には自動車用燃料の使用量は減少するとの予測の

もと，それに対応するための各種新燃料自動車の研究

開発の方向性，課題抽出，今後の展開等について検討

した．その結果をまとめると以下のようになる．  

(1) 天然ガスおよびＬＰガスは，石油系燃料（ガソリ

ン，軽油）から再生可能エネルギーへの転換が図ら

れるまでの間，石油系燃料の消費を抑制するために

有効利用していく研究開発が必要である． 

(2) また，当面，天然ガスから合成されるＦＴＤ，Ｄ

ＭＥの導入に向けては，実用化に向けた車両開発，

燃料コストの低減，基準等の整備及びインフラ整備

等が課題である．再生可能エネルギーへの転換（バ

イオマスからの製造）にも対応できる新燃料として

長期的観点にたった取り組みが重要である． 

(3) バイオエタノール，ＢＤＦについては製造，供給，

利用技術の動向調査をふまえた研究開発を継続す

る必要がある．長期的には再生可能エネルギーとし

て使用するためには国内の森林資源や休耕地栽培

などからの製造を検討することが課題であるが，こ

れには，インフラ整備や製造プラント規模の 適化

検討を国の政策として進めていく必要がある． 

(4) 再生可能エネルギー（バイオマスを含む）をもと

にした水素燃料電池は究極的なＣＯ２低減策と考え

られるが，そこに至るまでには課題も多い．そのた

め，短中期的には水素燃料の実用化を促進させ水素

社会に向けた多様な取組みとして，水素内燃エンジ

ンの研究開発を進めていく必要がある． 

(5) 電気・ハイブリッドは短中期的にはＣＯ２排出量

を大幅に削減できる可能性があるが，実用化に向け

ては二次電池の容量増加や信頼性向上，一充電あた

りの航続距離，積載量の増加等についての研究開発

が重要であり，長期的には再生可能エネルギーによ

る発電割合を高めていくことが課題である． 

 
今後，再生可能エネルギーへの移行の時期や転換可

能なエネルギー量などについて検討していく予定で

ある． 
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